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第１章 はじめに 

I. 背景及び目的 

機械器具等のエネルギー消費量の増加を抑制すべく、エネルギーの使用の合理化等に関す

る法律（以下「省エネ法」という。）のトップランナー制度では、特定エネルギー消費機器の

製造事業者等に対して目標年度までに基準エネルギー消費効率を達成することを求めている。 

本事業では特定エネルギー消費機器について現状分析を行い、性能の向上に関する措置や

基準エネルギー消費効率の見直しの必要性等の検討に活用する。このため、①2021年度に目

標年度を迎える特定エネルギー消費機器の報告徴収の事前準備、②2020年度に目標年度を迎

えた特定エネルギー消費機器の報告徴収の分析等を行った。 

 

II. 次章以降の構成 

第 2章では、2021 年度に目標年度を迎える電気冷蔵庫（家庭用）、電気冷凍庫（家庭用）、

電子計算機（サーバ型）について報告徴収の事前準備を実施した内容を整理した。 

第 3章では、2020 年度に目標年度を迎えた照明器具、ショーケースの報告徴収の実施支援

内容、分析結果を整理した。 
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第２章 2021年度に目標年度を迎える特定エネルギー消費機器の報告徴

収の事前準備 

I. 実施概要 

2021年度にトップランナー制度における目標年度を迎える以下の 3機器について、報告徴

収調査票及び調査対象リストを作成した。 

⚫ 電気冷蔵庫（家庭用） 

⚫ 電気冷凍庫（家庭用） 

⚫ 電子計算機（サーバ型） 

 

また、報告徴収調査表以外に追加的に実施するアンケート調査の必要性についても検討を

行った。 

II. 機器別の実施事項 

１．全般 

過去の調査表から以下の変更を加えた。 

⚫ 別々の様式となっていた報告書、調査表 1、調査表 2 を 1 つのエクセルファイルにま

とめた。 

⚫ 生産量及び輸入量の計に応じて、調査表 2や表示の状況に関する対応方針を表示する

ようにした。 

⚫ 調査表 2の目次では、区分ごとの基準の達成を確認できるようにした。 

 

２．電気冷蔵庫（家庭用） 

２.１  報告徴収調査票の作成 

電気冷蔵庫（家庭用）については、過去に報告徴収が行われていたことから、同報告徴収

調査票を参考に作成することとした。主な特徴を以下に示す。 

【報告書】 

⚫ 同機器の表示事項については省エネ法ではなく、家庭用品品質表示法で定められてい

ることから、提出資料から表示の状況を除いた。 

 

【調査 1】 

⚫ 特になし。 

 

【調査 2】 

⚫ 基準エネルギー消費効率の算定に必要な貯蔵室の種類ごとの定格内容積を記載する
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ようにした。 

⚫ 参考指標として、ドア数や、自動製氷、観音開き、インバータ―制御、真空断熱材の

有無を記入できるようにした。 

 

２.２  報告徴収送付先リストの作成 

以下から送付先の整理を行った。 

⚫ 一般社団法人日本電機工業会（JEMA）より、冷蔵庫委員会委員会社のリストを入手

した。 

⚫ 一般社団法人日本電機工業会（JEMA）より、冷蔵庫委員会委員会社以外の会員企業

のうち冷蔵庫を営業品目に挙げている企業に対して連絡先の提供を求めた。 

⚫ 過去の調査先や、家電リサイクル券センターが公表する冷蔵庫・冷凍庫の製造事業者

のリストから、企業ウェブサイトや EC サイトを確認の上、現状の生産または輸入が

確認できる事業者をリストアップした。 

 

２.３  追加調査の必要性に関する検討 

２.３.１  基準策定時の背景 

ここでは、将来の基準策定を見通した際に報告徴収以外に追加で調査すべき事項の有無

やそれを把握するアンケート調査の必要性について検討した。 

まず、基準策定時の基本的な背景をまとめると以下の通りである。（電気冷蔵庫等判断

基準ワーキンググループと取りまとめより抜粋） 

⚫ 2010 年度に目標年度を迎えた電気冷蔵庫の年間消費電力量の加重平均値は、

326kWh/年であり、トップランナー基準導入前の年間消費電力量の加重平均値

572kWh/年（2005 年度実績）から 43.0％の改善が図られた。なお、基準策定当初の

トップランナー基準を達成した場合の想定値 452kWh/年及び想定改善率 21.0％より

も改善された。 

⚫ 年間消費電力量の測定方法は、より日本における使用実態を反映した精度の高い測

定方法として JIS C9801-3(2015)が発行された。2014 年度における市場製品につい

て、新たな測定方法で測定した場合、多くの製品が現行基準を満たしている。 

⚫ 以上の点を踏まえると、製造事業者等の省エネルギーに対する努力の結果、電気冷

蔵庫及び電気冷凍庫における省エネルギーは進展しており、トップランナー方式の

考え方に基づく現行基準は、効果的に機能していると評価できる。 

 

２.３.２  省エネ改善技術やその改善余地 

次に、基準策定時の省エネ改善技術と改善余地の想定については以下の通りである。（電

気冷蔵庫等判断基準ワーキンググループと取りまとめより抜粋） 

⚫ 圧縮機の効率改善 



- 4 - 

➢ 圧縮機の効率改善における技術は、冷蔵庫用圧縮機としてはほぼ確立されてお

り、大幅な技術改善は見込めないものの、機械損失の低減、冷凍機油の低粘度

化、低速化による入力低減などの更なる改善によって圧縮機単体としては、最

大年 1％程度の改善が見込まれる。 

➢ 圧縮機単体では、7 年間で最大 7％程度の改善が見込まれるが、冷蔵庫に搭載し

た場合は、7 年間で 1％から 4％程度の改善が見込まれる。（区分によって異な

る） 

⚫ 真空断熱材の被覆率の拡大 

➢ 2006 年から 2013 年まで真空断熱材の被覆率は年々増加してきたが、省エネ技

術として搭載できる限界まできており、被覆率をさらに上げる事は困難な状況

である。 

➢ 今後更に真空断熱材を導入しても、冷蔵庫の年間消費電力量の削減効果は少な

いが、製造技術の改善によって被覆率の向上が見込まれ、冷蔵庫に搭載した場

合は、7年間で 1％から 3％程度の改善が見込まれる。（区分 Cのみ） 

 

図表 1 電気冷蔵庫のエネルギー消費効率の改善余地 

 

（出所）電気冷蔵庫等判断基準ワーキンググループと取りまとめ 

 

具体的な目標基準値の設定方法は以下の通りである。 

⚫ 調整内容積を 50L 毎に区切り、区切毎に最もエネルギー消費効率の良い製品の年間消

費電力量をトップ値と定め、これらのトップ値郡を単純回帰し、算定式の傾きを求める。 
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⚫ 次にこの傾きを固定したうえで、各トップ値の中で最も小さい年間消費電力量の値を通

り、いずれのトップ値も算定式の下方には存在しないように切片を求めてトップラン

ナー線を表す関係式を算出した上で、改善余地の最大値を乗じて得られる関係式をもっ

て、目標基準値算定式を設定することとする。 

 

２.３.３  将来の基準策定の際に検討すべき事項 

上記を鑑みると、将来の基準策定の際には以下の点を検討すべきと考えられる。 

⚫ 効率改善の余地が比較的小さくなっている中で、今後の改善余地（または新たな改

善技術）について確認する必要がある。 

⚫ 基準策定時に費用対効果の観点から想定されていなかった定格内容積 300L 未満の

可変速圧縮機の採用や、定格内容積 375L 未満の真空断熱材の使用可否について確

認する必要がある。（⇒現在の搭載状況は報告徴収で確認可） 

⚫ 技術的な改善余地の有無にかかわらず、費用対効果が低減している可能性があるこ

とから、どの程度の省エネ性能の向上が製品価格上昇と比較して消費者にとって投

資回収可能であるかを検証する必要がある。（基準策定時に POS データ等を活用し

て検証可） 

 

上記の点について、報告徴収の結果を踏まえて検討する必要があると考え、今後のエネ

ルギー消費効率の改善余地や改善要素（小容量機種における可変速圧縮機の採用や真空断

熱材の使用可否等を含む。）を引き続き業界に確認していくこととした。 

 

３．電気冷凍庫（家庭用） 

３.１  報告徴収調査票の作成 

電気冷凍庫（家庭用）については、過去に報告徴収が行われていたことから、同報告徴収

調査票を参考に作成することとした。主な特徴を以下に示す。 

【報告書】 

⚫ 特になし。 

 

【調査 1】 

⚫ 特になし。 

 

【調査 2】 

⚫ 基準エネルギー消費効率の算定に必要な貯蔵室の種類ごとの定格内容積を記載する

ようにした。 

⚫ 参考指標として、ドア数や、インバータ―制御、真空断熱材の有無を記入できるよう
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にした。 

 

３.２  報告徴収送付先リストの作成 

以下から送付先の整理を行った。 

⚫ 一般社団法人日本電機工業会（JEMA）より、冷蔵庫委員会委員会社のリストを入手

した。 

⚫ 一般社団法人日本電機工業会（JEMA）より、冷蔵庫委員会委員会社以外の会員企業

のうち冷凍庫を営業品目に挙げている企業に対して連絡先の提供を求めた。 

⚫ 過去の調査先や、家電リサイクル券センターが公表する冷蔵庫・冷凍庫の製造事業者

のリストから、企業ウェブサイトや EC サイトを確認の上、現状の生産または輸入が

確認できる事業者をリストアップした。 

 

３.３  追加調査の必要性に関する検討 

３.３.１  基準策定時の背景 

ここでは、将来の基準策定を見通した際に報告徴収以外に追加で調査すべき事項の有無

やそれを把握するアンケート調査の必要性について検討した。 

まず、基準策定時の基本的な背景をまとめると以下の通りである。（電気冷蔵庫等判断

基準ワーキンググループと取りまとめより抜粋） 

⚫ 電気冷凍庫の年間消費電力量の加重平均値は 362kWh/年であり、トップランナー基

準導入前の年間消費電力量の加重平均値 482kWh/年（2005 年度実績）から 24.9％の

改善が図られた。なお、基準策定当初のトップランナー基準を達成した場合の想定

値 421kWh/年及び想定改善率 12.7％よりも改善された。 

⚫ 年間消費電力量の測定方法は、より日本における使用実態を反映した精度の高い測

定方法として JIS C9801-3(2015)が発行された。2014 年度における市場製品につい

て、新たな測定方法で測定した場合、多くの製品が現行基準を満たしている。 

⚫ 以上の点を踏まえると、製造事業者等の省エネルギーに対する努力の結果、電気冷

蔵庫及び電気冷凍庫における省エネルギーは進展しており、トップランナー方式の

考え方に基づく現行基準は、効果的に機能していると評価できる。 

 

３.３.２  省エネ改善技術やその改善余地 

次に、基準策定時の省エネ改善技術と改善余地の想定については以下の通りである。（電

気冷蔵庫等判断基準ワーキンググループと取りまとめより抜粋） 

⚫ 圧縮機の効率改善 

➢ 圧縮機の効率改善における技術は、冷凍庫用圧縮機としてはほぼ確立されてお

り、大幅な技術改善は見込めないものの、機械損失の低減、冷凍機油の低粘度

化などの更なる改善によって圧縮機単体としては、最大年１％程度の改善が見
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込まれる。  

➢ 圧縮機単体では、７年間で最大７％程度の改善が見込まれるが、電気冷凍庫に

搭載した場合は、７年間で１～４％程度の改善が見込まれる。（区分によって異

なる） 

 

図表 2 電気冷凍庫のエネルギー消費効率の改善余地 

 

（出所）電気冷蔵庫等判断基準ワーキンググループと取りまとめ 

 

なお、取りまとめでは、真空断熱材は、以下のように整理されている。 

⚫ 電気冷蔵庫の定格内容積 375L超に採用している技術であり、電気冷凍庫に採用するに

は、価格の大幅な上昇を伴うことから、導入には至っていない。 

⚫ 今後も真空断熱材の導入は、見込めない。 

 

具体的な目標基準値の設定方法は以下の通りである。 

⚫ 調整内容積を 50L 毎に区切り、区切毎に最もエネルギー消費効率の良い製品の年間

消費電力量をトップ値と定め、これらのトップ値郡を単純回帰し、算定式の傾きを

求める。 

⚫ 次にこの傾きを固定したうえで、各トップ値の中で最も年間消費電力量が小さい値

を通り、いずれのトップ値も算定式の下方には存在しないように切片を求めてトッ

プランナー線を表す関係式を算出した上で、改善余地の最大値を乗じて得られる関

係式をもって、目標基準値算定式を設定することとする。 

 

３.３.３  将来の基準策定の際に検討すべき事項 

上記を鑑みると、将来の基準策定の際には以下の点を検討すべきと考えられる。 

⚫ 効率改善の余地が比較的小さくなっている中で、今後の改善余地（または新たな改

善技術）について確認する必要がある。 

⚫ 基準策定時に費用対効果の観点から想定されていなかった可変速圧縮機の採用や

真空断熱材の使用可否について確認する必要がある。（⇒現在の搭載状況は報告徴

収で確認可） 

⚫ 技術的な改善余地の有無にかかわらず、費用対効果が低減している可能性があるこ
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とから、どの程度の省エネ性能の向上が製品価格上昇と比較して消費者にとって投

資回収可能であるかを検証する必要がある（基準策定時に POS データ等を活用し

て検証可） 

 

上記の点について、報告徴収の結果を踏まえて検討する必要があると考え、今後のエネ

ルギー消費効率の改善余地や改善要素（電気冷凍庫における可変速圧縮機の採用や真空断

熱材の使用可否等を含む。）を引き続き業界に確認していくこととした。 

 

４．電子計算機（サーバ型） 

４.１  報告徴収調査票の作成 

電気計算機については、過去に報告徴収が行われていたことから、同報告徴収調査票を参

考に作成することとした。主な特徴を以下に示す。 

【報告書】 

⚫ 特になし。 

 

【調査 1】 

⚫ 特になし。 

 

【調査 2】 

⚫ 判断基準において「年度における出荷台数が過去の一年度の最高出荷台数の 10％以 

下である機種については適用しない」という記載があるため、機種ごとに該当の有無

を記載できるようにした。 

 

４.２  報告徴収送付先リストの作成 

以下から送付先の整理を行った。 

⚫ 一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）より、会員企業にうち、電子計算機（サー

バ型）を生産または輸入する会社のリストを入手した。 

⚫ 海外のサーバメーカーの日本法人や販売代理店になっている日本の企業をリスト

アップの上、企業ウェブサイトからサーバの取り扱い状況を確認した。 

⚫ その他、ウェブ検索でサーバの取り扱い状況等を検索してリストアップした。 

 

４.３  追加調査の必要性に関する検討 

４.３.１  基準策定時の背景 

ここでは、将来の基準策定を見通した際に報告徴収以外に追加で調査すべき事項の有無

やそれを把握するアンケート調査の必要性について検討した。 
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まず、基準策定時の基本的な背景をまとめると以下の通りである。（電子計算機及び磁

気ディスク装置判断基準 ワーキンググループ取りまとめ抜粋） 

⚫ 現行基準の評価 

➢ 現行の電子計算機のエネルギー消費効率は、消費電力（単位：ワット）を、性

能指標（単位：ギガ演算、複合理論性能 ：CTP）で除した数値としている。 

➢ サーバ型電子計算機及びクライアント型電子計算機のエネルギー消費効率に

ついては、2011 年度目標基準値を達成すると 2007 年度比で 77.9％改善する見

通しであったが、サーバ型電子計算機のエネルギー消費効率は 85%改善、クラ

イアント型電子計算機のエネルギー消費効率は 84%改善、電子計算機全体のエ

ネルギー消費効率は 85%改善と、予想を上回ったことを確認した。このように

電子計算機についてはエネルギー消費効率の改善が着実に進展している。 

⚫ 基準見直しにあたっての基本的な考え方 

➢ インターネットの普及、モバイル機器の普及により、ビジネスだけではなく広

く社会全体のデジタル化・ネットワーク化が進展することで電子計算機の処理

する通信量が増大することが見込まれ、電子計算機の処理能力向上が高まって

いる。その一方で、電子計算機の性能の向上に伴う消費電力の増大が懸念され

るため、更なるエネルギー消費性能の向上が必要である。 

➢ サーバ型電子計算機のエネルギー消費性能について、実際にテストプログラム

を使用して負荷計算させて評価する測定方法の ISO 規格化が検討されている。

また、クライアント型電子計算機については、国際規格である IEC規格及びこ

れに準拠した日本工業規格 JIS C 62623：2014「パーソナルコンピュータの消費

電力測定方法」が策定されている。これらの国際動向を踏まえた新しい電子計

算機のエネルギー消費効率の測定方法及び指標について検討する必要がある。 

 

４.３.２  省エネ改善技術やその改善余地 

電子計算機及び磁気ディスク装置判断基準 ワーキンググループ取りまとめでは、以下

の通り、構成要素ごとに各種省エネ技術が開発されていることが想定されていた。 
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図表 3 各構成要素における省エネ技術 

 

（出所）電子計算機及び磁気ディスク装置判断基準 ワーキンググループ取りまとめ 

 

また、目標基準値の設定にあたっては、2015年度に出荷された電子計算機について、各区

分について、エネルギー消費効率の実測値（SERT 値）からトップランナー値（最も値が大

きい電子計算機）を選定し、使用される CPU における世代間のエネルギー消費効率の改善

率のトレンドを踏まえ、改善率を決定している。 
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図表 4 x86サーバにおけるトップランナー値の選定及び改善率の見通し 

 

（出所）電子計算機及び磁気ディスク装置判断基準 ワーキンググループ取りまとめ 

 

図表 5 SPARC サーバにおけるトップランナー値の選定及び改善率の見通し 

 

（出所）電子計算機及び磁気ディスク装置判断基準 ワーキンググループ取りまとめ 
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図表 6 Powerサーバにおけるトップランナー値の選定及び改善率の見通し 

 

（出所）電子計算機及び磁気ディスク装置判断基準 ワーキンググループ取りまとめ 

 

４.３.３  将来の基準策定の際に検討すべき事項 

現行基準では、サーバの消費電力の内、CPUが最も大きく、エネルギー消費効率の改善

率において最も支配的な構成要素であるとして、CPUの改善率のみを考慮している。CPU

の改善が想定通りに進んでいるかや、CPU以外に考慮すべき要素の有無、今後の改善余地

（CPUの世代別の改善率のトレンドの最新値）について確認する必要があることから、報

告徴収の際に業界に確認するアンケート案を作成した。 

 

図表 7 アンケート調査表案 

電子計算機のエネルギー消費効率に関するご依頼 

 

サーバ型電子計算機について 2021年度目標基準に対する報告徴収を 2022年度中に実

施予定です。このため、報告徴収の補足データとして、CPUのエネルギー消費効率の改

善率の最新動向についてお伺いさせていただければ幸いです。 

 

【ご依頼事項】 

2021 年度目標基準値の設定にあたっては、別添のとりまとめ抜粋の通り、2015 年度

に出荷された電子計算機について、区分別にエネルギー消費効率の実測値（SERT 値）

からトップランナー値（最も値が大きい電子計算機）を選定し、使用される CPU にお

ける世代間のエネルギー消費効率の改善率のトレンドを踏まえ、改善率を決定していま

す。 

 

ご依頼事項①：とりまとめの際と同様に、現在の CPU 世代別のエネルギー消費効率

の改善率のトレンドについてデータ提供は可能でしょうか。 

 

ご依頼事項②：以下のご質問にご回答いただければ幸いです。 
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Ｑ１ 2021 年度目標基準値の設定にあたっては、CPU のエネルギー消費効率の改善

率のトレンドのみを考慮しておりましたが、引き続き CPU のトレンドのみを注視すれ

ばよいでしょうか。もし、近年のトレンドを踏まえて、他に考慮すべきものがあればご

教示いただければ幸いです。 

 

 

Ｑ２ （とりまとめの際に想定された改善率が現在のトレンドと異なっている場合）

その理由をご教示いただけますでしょうか。 
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第３章 2020年度に目標年度を迎える特定エネルギー消費機器の報告徴

収の分析等 

I. 報告徴収調査の準備 

照明器具及びショーケースについて、製造事業者等へ送付する以下の書類等の準備を実施

した。 

① 封筒  

省エネルギー課が保有する製造事業者等リストの各製造事業者等について、省エネルギー

課が用意する封筒に製造事業者等リストに従い以下の作業を実施した。 

⚫ 宛名の印刷 

⚫ その他、「特定記録」、「料金後納郵便」、「省エネ法に基づく報告徴収文書在中」、「省エ

ネ・新エネ部省エネルギー課」の文言又はマークの印刷 

 

② 文書の印刷 

通知文書とともに封入する送付状を印刷した。 

 

③ 封筒等の納品  

製造事業者等ごとに、②で印刷した文書を①で作成した封筒に入れ、省エネルギー課へ提

出した。また、封筒にはアドヘア加工を行った。 

 

II. 報告徴収調査に関する問合せ対応等 

１．問合せ窓口の設置 

本調査受託企業のホームページ上に、「照明器具及びショーケースに係るトップランナー

制度における業務の報告に関するお問合せ窓口」を設置し（2021 年 10月）、資源エネルギー

庁のホームページよりアクセスできるようにした。 

問合せ窓口のサイトでは、本窓口についての説明、受付期間、問合せ方法、照会先の他、

想定される代表的な質問と回答例（「よくあるご質問と回答」）を掲載した。 

また、問合せ窓口は、基本的に、リンク先の問合せフォームより質問していただくことを

想定していたが、簡単な質問に関しては、別途、電話による問合せも受け付けた。 

 

以下に、上記問合せ窓口のサイトの掲載内容及び問合せフォームを示す。 
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【「照明器具及びショーケースに係るトップランナー制度における業務の報告に関するお問

合せ窓口」の掲載内容】 
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【トップランナー制度問合せ窓口（問合せフォーム）】 
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２．問合せ対応に関する手順 

上記問合せフォームに記載された問合せ内容は、受託者（MURC）よって受け付けられる。 

問合せに対するその後の回答手順は以下の通りである。 

 

① 問合せを受け付けた後、問合せ内容が事前に整理した FAQ（想定される代表的な質問

と回答例のリスト）に存在するかを確認する。FAQに存在する場合は、FAQに記載さ

れた回答内容をもとに、（最終）回答を作成する。（受託者は、事前に、FAQを作成し、

経済産業省省エネルギー課及び業界団体の確認を得ていた。） 

 

② FAQに存在しない場合は、関係者（業界団体等）への照会が必要かを検討した後、必

要と判断される場合は、関係者（業界団体等）へ照会する。照会が不要な場合は、MURC

が検討の上、回答案を作成する。 

 

③ 関係者（業界団体等）へ照会した際は、質問内容の確認とともに、回答案作成に資す

る情報提供等の依頼を行う。MURCは、提供された情報等を参考に回答案を作成する。 

 

④ 作成した回答案は、省エネルギー課に提出する。省エネルギー課は、回答案を確認後、

必要に応じ修正の指示を行う。 

 

⑤ MURCは、省エネ課からの指示に基づき、適宜修正を行った後、最終回答を作成する。

また、最終回答は、質問内容とともに、FAQに追記する。 

 

図表 8 問合せの回答フロー図 
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３．問合せの状況 

問合せ窓口への問合せ件数は、全部で延べ 53件であり、全て照明器具に関する質問であっ

た。問合せ内容（質問）の内訳は以下の通りである。（1件の問合せにおいて複数の種類の質

問が含まれる場合があるため、下記件数の合計は、全体の問合せ件数（53件）を上回る。） 

 

＜質問内容別件数＞ 

①事務手続き：31 件 

②製品の対象範囲：18件 

③事業者の対象範囲：10 件 

④用語の定義：4件 

⑤制度内容：1件 

 

上記の通り、質問内容別にみると、「事務手続き」に関する質問が最も多かった。次に、

「製品の対象範囲」に関する質問が多かった。 

質問内容別の特徴（具体的な質問内容）は、以下の通りである 

 

①事務手続きに関する質問内容 

事務手続きに関する主な質問内容は、以下の通りであった。 

・各書類のダウンロードの方法 

・報告書（別添様式）の記載方法 

・調査表 1の記載方法（主に、生産量・輸入量の合計が 5万台未満の場合の記入方法） 

 ・各書類の提出方法 

 

②製品の対象範囲に関する質問内容 

製品の対象範囲に関する質問は、基本的に、「調査表 1」に記載されている下記「照明器具

の対象範囲」について、「自社の製品が、下記の対象範囲あるいは除外規定に含まれるかど

うか」という内容の問合せであった。これらの質問のうち、半数以上（11件）に関して、業

界団体に照会の上、同団体より情報提供を受けた上で、回答案を作成した。 

 

＜「調査表 1」に記載されている照明器具の対象範囲＞ 

※安定器又は制御装置を有するものに限る。ただし、以下のものを除く。①防爆型のもの。

②蛍光灯器具又は LED電灯器具以外のもの。③JIS C 8105-3（2011）、JIS C 8106（2015）又

は JIS C 8115（2014）の対象となるもの以外のもの。④蛍光ランプを保護するためのグロー

ブが透明なもの。⑤JIS Z 8726（1990）に規定する平均演色評価数が 90以上のもの。⑥昼光

色、昼白色、白色、温白色及び電球色（以下「昼光色等」という。）以外の光だけを発するも

の並びに調色の過程においてのみ昼光色等を発するもの。⑦40 形未満の直管形蛍光ランプ

を使用する蛍光灯器具又は同等の寸法の LED 電灯器具であって、壁掛け形又は施設用つり
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下げ形若しくは直付け形のもの。⑧規制等により安全や光環境を担保するための配光制御を

必要とする構造のもの。⑨JIS C 8112（2014）の対象となる LED卓上スタンド又は蛍光灯卓

上スタンド。 

 

③事業者の対象範囲に関する質問内容 

事業者の対象範囲に関する質問は、基本的に、「調査表 1」の（注）に記載されている下記

内容（台数に関する考え方）についての問合せであった。例えば、「自社製品は、他の製造事

業者等から受託した生産又は輸入に係るものであるため、報告対象には含まれない」という

ことを確認するための質問が多く寄せられた。 

 

＜「調査表 1」の（注）に記載されている台数に関する考え方＞ 

（注）上記台数には、他の製造事業者等から受託した生産又は輸入に係る数量は除くが、他

の製造事業者等に対して委託した生産又は輸入に係る数量は含める。なお、委託（受託）と

は、照明器具を製造又は輸入する行為の委託（受託）であって、照明器具の部品、材料、設

計、商標の使用等に関する指示が行われているものをいう。 

 

④用語の定義に関する質問内容 

用語の定義に関しては、出荷台数の定義等に関しての質問であった。 

 

⑤制度概要に関する質問内容 

制度概要に関しては、報告徴収の強制力に関する質問が 1件あった。 

 

また、別途受け付けた電話での問合せ件数は、延べ 113件であった。このうち、ショーケー

スに関する問合せは 2 件にとどまり、その他は全て照明器具に関するものであった。また、

電話での問合せ内容のほぼ全てが「事務手続き」に関する質問であった。 

 

III. 報告徴収調査票等のデータベース化等 

１．報告徴収調査票等の画像ファイル化及び整理 

１.１  画像ファイル化 

紙や電子ファイル（Excel、PDF等）により提出された報告徴収調査票等について、紙の場

合はスキャン作業を行い、画像ファイル（PDF等）を作成した。スキャンに当たっては、予

めスキャナー等の機材を手配し、資源エネルギー庁の執務室においてスキャンを行った。 

 

１.２  ファイルの整理 

提出状況についてはリストにまとめるとともに、提出された電子ファイル・スキャンした
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画像ファイルは以下のルールによってフォルダ名・ファイル名を整理した。 

⚫ 事業者毎にフォルダを作成し、その中に個別のファイルを格納した。 

⚫ フォルダ名は年号の付け方は、目標年度の対象年度（TR2020）、機器名、事業者番号、

企業名として整理した。 

例：TR2020_L_001_○○社 

⚫ ファイル名は、目標年度の対象年度（TR2020）、機器名、事業者番号、ファイルの種

類、元のファイル名として整理した。ファイルの種類は以下の通り区別した。 

➢ 0：報告書（様式） 

➢ 1：調査表 1 

➢ 2：調査表 2 

➢ 3：表示事項の確認 

➢ 4：その他 

例：TR2020_L_001_0_報告書.docx 

⚫ なお、PDFで出された場合で、複数様式を 1つのファイルにまとめている場合は、該

当するファイルの種類の番号をすべて記載した。 

  例：TR2020_L_001_0123_報告一式.pdf 

 

１.３  催促及び不備の連絡 

報告徴収調査票等を未提出の製造事業者等に対して、催促の連絡を行った。また、調査表

に不備・不明点がある場合には、再提出または内容の確認を行った。 

 

２．報告徴収調査票のデータベース化の手順 

すべての報告徴収調査票を電子化した上で、以下の通りに Excel ファイルに整理した。 

⚫ 報告書については、未達成のある事業者について、以下の項目を一覧化した。 

➢ （１）基準エネルギー消費効率に満たなかった区分名等 

➢ （２）（１）の各区分について基準エネルギー消費効率に満たなかった理由 

➢ （３）（１）の各区分について基準エネルギー消費効率を満たすために講じる措置

及びその見通し 

⚫ 調査表 1については、生産量、輸入量、合計値を事業者別に一覧化した。 

⚫ 調査表 2については、以下の通り整理をした。 

➢ 全事業者・全区分のデータを品名及び形名別に一覧化 

➢ 報告徴収調査票様式では、事業者ごと・区分ごとにシートが分かれているため、

これを 1つのシートに統合 

➢ 報告徴収調査票の項目以外に情報の識別と集計をしやすくするために図表 9 の

項目を追加 

➢ 別シートに全事業者合計の集計値、事業者別の集計値を整理 
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図表 9 報告徴収調査票の項目以外に加えた項目 

追加した位置 項目 

報告徴収調査票の

項目の左列 

報告対象年度 

事業者番号 

事業者名 

区分名 

報告徴収調査票の

項目の右列 

基準エネルギー消費効率 

※基準値が固定の場合のみ 

総基準エネルギー消費効率 

※基準値が固定の場合のみ 

型式別達成率 

 

３．エネルギー消費効率等に関する表示の状況のデータベースへの追記 

製造事業者等から調査票と共に提出される資料等を基に、製造事業者等毎におけるエネル

ギー消費効率等の表示状況について、遵守事項に従い表示されているかを確認し、確認結果

をデータベースに追記した。 

 

IV. 分析 

１．照明器具 

１.１  特定エネルギー消費機器毎における現状分析等 

１.１.１  エネルギー消費効率の状況 

機器全体の特徴を示すため、図表 10 に全事業者を対象に区分別に集計した結果を示す。

全体の達成率は 144%である。区分 1と比較して区分 2の方が達成率は高い。 

 

図表 10 区分別及び全区分における集計表 

 

  

1 27,498,676 3,692,859,013 134.3 2,749,867,587 100.0 134% 298% 4%

2 12,720,437 1,187,177,112 93.3 636,021,833 50.0 186% 506% 2%

区分名 出荷台数
総エネルギー消費

効率

加重平均エネル

ギー消費効率

総基準エネルギー

消費効率

加重平均基準

エネルギー消

費効率

達成率
出荷製品の最高

達成率

出荷製品の最低

達成率

全区分合計 40,219,113 4,880,036,125 121.3 3,385,889,420 84 2 144% 506% 2%

出荷製品の最高

達成率

出荷製品の最低

達成率
区分名

国内向け出荷

台数合計

総エネルギー消費

効率

加重平均エネル

ギー消費効率

総基準エネルギー

消費効率

加重平均基準

エネルギー消

費効率

達成率
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１.１.３  エネルギー消費効率の改善状況 

2020 年度の目標基準値を設定した総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネル

ギー分科会省エネルギー小委員会照明器具等判断基準ワーキンググループ取りまとめに

よれば、基準年度1に出荷された LED 照明器具、蛍光灯器具、白熱灯器具が、区分毎の出

荷台数比率一定のまま、目標年度に同一区分の LED 照明器具に全数置き換わると仮定す

ると、約 29.0%の改善率になることを見込んでいた。なお、2020 年度目標基準については、

基準年度における LED 照明器具の固有エネルギー消費効率の加重平均値が目標基準値を

下回っていたため、LED照明器具の改善率を 0%として、蛍光灯器具、白熱灯器具から LED

照明器具への置き換えに係る改善率を計算している。 

 

図表 13 照明器具等判断基準ワーキンググループ取りまとめにおける改善率の想定 

 

 
 

 

（出所）照明器具等判断基準ワーキンググループ取りまとめ 

 
1 取りまとめ資料によれば、蛍光灯器具については 2012 年度報告徴収データ、LED 照明器具については（一社）

日本照明工業会調べとなっており、調査年度は明記されていない。 
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報告徴収においては、蛍光灯器具の割合は出荷台数の約 0.0003%であり、LED照明器具

への置き換えは想定通り進んだといえる。また、上記の取りまとめ資料と報告徴収の固有

エネルギー消費効率の加重平均値（2020年度の出荷構成に基づき計算）を用いて、基準年

度からの改善率を計算すると図表 14 の通りとなる。判断基準策定時の想定値は LED照明

器具の当日の効率に比べて基準値が小さかったため、改善率は-34%となる。実績値におい

ては、-3%と想定値より改善率は高いもののマイナスの値となっている。ただし、取りま

とめ資料によれば、基準年度の照明器具の固有エネルギー消費効率は当時の業界最高効率

を想定していたため、改善は進んだものの、この水準までは至らなかったと解釈できる。 

 

図表 14 照明器具の改善率の見込値及び実績値 

 

（注）基準年度の固有エネルギー消費効率は当時の業界最高効率から算定されているものと見られる。 

 

なお、以下の通り、LED照明器具のみを比較すると、当時の最高効率に比べて固有エネ

ルギー消費効率が-16%となっていることがわかる。 

 

図表 15 照明器具の改善率の見込値及び実績値（LED照明器具のみで比較） 

 

（注）基準年度の固有エネルギー消費効率は当時の業界最高効率から算定されているものと見られる。 

 

なお、一般社団法人日本照明工業会が一部の会員企業（9社）に対して行った、2017年

度のトップランナー制度対象機器の実績に関するアンケート調査（LED照明器具のみを対

出荷台数

［千台］

固有ｴﾈﾙｷﾞ ｰ消

費効率

［lm/W］

目標基準値

［lm/W］
改善効果

固有エネル

ギー消費効率

の加重平均値

[lm/W]

改善効果

区分1 41,322 143.5 100.0 -30% 134.3 -6%

区分2 22,540 92.5 50.0 -46% 93.3 1%

全体 63,862 125.5 82.4 -34% 121.3 -3%

区分名

基準年度 実績値判断基準策定時の想定値

出荷台数

［千台］

固有ｴﾈﾙｷﾞ ｰ消

費効率

［lm/W］

目標基準値

［lm/W］
改善効果

固有エネル

ギー消費効率

の加重平均値

[lm/W]

改善効果

区分1 29,002 168.6 100 -41% 134.3 -20%

区分2 18,984 107.4 50 -53% 93.3 -13%

全体 47,986 144.4 80 -44% 121.3 -16%

区分名

基準年度 判断基準策定時の想定値 実績値
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２．ショーケース 

２.１  特定エネルギー消費機器毎における現状分析等 

２.１.１  エネルギー消費効率の状況 

機器全体の特徴を示すため、以下の図表に全事業者を対象に区分別に集計した結果を示

す。全体の達成率は 111%である。また、オープンタイプの中温または高温の温度帯に該

当する区分 2A、2B、2D、2Fが基準を下回っている。オープンタイプはクローズドタイプ

に比べてエネルギー消費量が高い。一方、温度帯が高くなるとエネルギー消費量は低くな

る。温度帯が高いことで基準エネルギー消費効率が厳しくなるものの、オープンタイプに

おいては基準効率までエネルギー消費効率の改善が進まなかったといえる。 

 

図表 21 区分別及び全区分における集計表（公表用） 

 

（注）事業者数が 3 社未満の区分は秘匿とする。 

 

２.１.２  型式数及び出荷台数の分布 

達成率別の型式数及び出荷台数の分布をそれぞれ図表 22、図表 23に示す。達成率 100%

をちょうど超える付近に集中しており、達成率の高くなるほど型式数、出荷台数ともに少

なくなる傾向となっている。 

 

区分名 外気の遮断 形状 冷却方式 扉の形態

1A 箱型 スイングスライド 126%

1B 四面・五面ガラス式 X

1C 144%

1D スライド 166%

1E スイング 138%

1F 冷気自然対流形 X

1G 冷気強制循環形 123%

2A 中温 93%

2B 高温 94%

2C 低温 155%

2D 中温 95%

2E 低温 113%

2F 中温 88%

クローズドタイプ

冷蔵
冷気強制循環形

スイング

リーチイン（冷凍機が下置きのもの）

冷凍
ガラストップ式 スライド

オープンタイプ

多段形（天井吹出形）（薄形）

冷蔵

冷気強制循環形 ―

平形（片面）

冷凍

区分

温度帯

達成率
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図表 22 達成率別の型式数の分布 

 

 

図表 23 達成率別の出荷台数の分布 

 

 

２.１.３  エネルギー消費効率の改善状況 

2020 年度の目標基準値を設定した総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネル

ギー分科会省エネルギー小委員会業務用冷蔵庫及びショーケース等判断基準ワーキング

グループ取りまとめ（ショーケース）によれば、基準年度（2007 年度）の出荷台数及び区

分ごとの構成に変化がないとの前提で、約 31.9%の改善率になることを見込んでいた。 

本調査で確認された全区分の加重平均エネルギー消費効率（2020 年度の出荷構成に基

づき計算）をもとに改善率を計算すると約 0.0%となる。ただし、区分ごとに見ると 2E、

2F 以外の区分では想定値よりも改善が進んでおり、出荷構成の変化が消費電力量の多い

区分にシフトした影響が大きいといえる。 
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図表 24 ショーケースの改善率の見込値及び実績値（公表用） 

 

（注１）総計の算出にあたって、「出荷構成の補正しない場合」は、2020 年度の出荷実績に応じて実績値の加重平

均を算出。「出荷構成を 2007年度に補正した場合」は、2007 年度の出荷実績に応じて実績値の加重平均を算出。 

（注２）事業者数が 3 社未満の区分は秘匿とする。 

 

２.１.４  エネルギー消費量の現状及び今後見通し等 

（1）機器の使用実態 

報告徴収によって、2020年度における 1台当たりのエネルギー消費量が得られたが、日

本全体でのショーケースのエネルギー消費量を算出するためには、ストック量を把握する

必要がある。 

まず、図表 25 に冷凍・冷蔵ショーケースの国内出荷実績を示す。年平均-1.83%（内蔵

型-2.83%、別置ショーケース 0.53%）で出荷台数は減少傾向にある。 

 

出荷台数

(千台)

消費電力量加重平均

（kWh/年/台）

消費電力量加重平均 試

算例（kWh/年/台）
目標年度改善率

消費電力量加重平均

（kWh/年/台）
目標年度改善率

1A 32.3 820 657 19.8% 535 34.7%

1B 23.6 1,316 987 25.0% X X

1C 3.2 2,432 1,599 34.3% 1,208 50.3%

1D 9.7 2,116 1,471 30.5% 902 57.4%

1E 2.1 12,360 8,664 29.9% 6,276 49.2%

1F 6.6 1,384 1,167 15.7% X X

1G 1.6 10,880 9,697 10.9% 7,449 31.5%

2A 10.8 8,429 4,969 41.0% 4,697 44.3%

2B 1.4 4,974 3,041 38.9% 2,827 43.2%

2C 1.9 4,611 4,154 9.9% 4,067 11.8%

2D 5.0 3,725 2,465 33.8% 2,394 35.7%

2E 3.6 12,980 8,384 35.4% 9,983 23.1%

2F 1.8 11,150 7,385 33.8% 8,616 22.7%

総計（出荷構成の補正をしない場合） 103.6 3,191 2,174 31.9% 3,190 0.0%

総計（出荷構成を2007年度に補正した場合） 103.6 3,191 2,174 31.9% 2,034 36.3%

区分名

基準年度

（2007年度）
判断基準策定時の想定値 実績値
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➢ 2008年度～2019年度：2007 年度と 2020年度の消費電力量を線形補完 

➢ 2020年度以降：3,190kWh/台（報告徴収実績値）から今後の変化はなしと仮定 

 

上記に基づき推計した結果、以下の図表の通り、ストック量の変化によって今後のエネ

ルギー消費量は減少していくことが予想される。また、今後の基準改定等によって、エネ

ルギー消費効率の改善が進めば、さらなる削減も期待できる。 

図表 28 ショーケースのエネルギー消費量の現状及び今後の見通し 

 

 

２.２  将来の基準策定に向けた分析等 

データベースや業界団体へのヒアリングから以下の点が確認された。 

⚫ オープンタイプでは、ナイトカバー4の有無が同じ区分で評価されるため、24 時間稼

働を前提にするなどの理由からナイトカバーをつけていない製品は達成率が低くな

る。この点については、必要に応じて検討していく必要がある。 

⚫ 今回の基準によって、費用対効果の高い省エネ対策は実装されたため、今後の省エネ

の伸びは緩やかになる可能性がある。 

⚫ 直近はフロン規制によって冷媒変更を行う必要が生じており、これはエネルギー消費

効率を悪化させる要因となる。 

 
4 夜間に閉店する店舗向けのオープン型ショーケースの開口部に装着する事によって冷気漏れを防止するための

カバー。商品の鮮度保持、節度効果、防塵効果が期待される。 
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